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  第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、町民の知る権利を保障するため、町が保有する情報の公開について必要な事

項を定めることにより、町の諸活動を町民に説明する責務が全うされるようにし、町政に対する

町民の信頼と理解を深めるとともに、町民の町政への参加を一層促進することにより、地方自治

の本旨に基づき、公正で民主的な町政を推進することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において情報の公開を実施する機関（以下「実施機関」という。）とは、町長、

教育委員会、農業委員会、選挙管理委員会、監査委員、固定資産評価審査委員会及び議会をいう。 

２ この条例において「情報」とは、町職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び写真（こ

れらを撮影したマイクロフィルムを含む。）並びに電子計算機による処理に使用される磁気テー

プ、磁気ディスクその他一切の情報媒体等であって、実施機関において保有、管理しているもの

をいう。 

３ この条例において、「公開」とは、実施機関が、情報を閲覧又は視聴に供し、若しくは情報の

写しを交付することをいう。 

 （実施機関の責務） 

第３条 実施機関は、この条例の目的を達成するため、情報の公開を請求する者の権利が十分尊重

されるように、この条例を解釈し、運用しなければならない。 

 （利用者の責務） 

第４条 この条例の定めるところにより、情報の公開を受けた者は、情報の適正な使用に努めなけ

ればならない。 

第２章 情報の公開 

 （情報公開の請求権者等） 

第５条 次の各号に掲げるものは、実施機関に対して情報の公開を請求することができる。ただし、



第５号に掲げるものにあっては、そのものの有する利害関係に係る情報の公開に限るものとする。 

⑴ 町内に住所を有する者 

⑵ 町内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体 

⑶ 町内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

⑷ 町内に存する学校に在学する者 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの 

 （公開請求の手続） 

第６条 情報の公開を請求しようとする者（以下「請求者」という。）は、実施機関に対して、次

の事項を記載した請求書面を提出しなければならない。 

 ⑴ 請求者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名、事務所又

は事業所の所在地） 

 ⑵ 公開を請求する情報の件名又は内容 

 ⑶ 前２号のほか、規則で定める事項 

 （公開請求に対する決定等） 

第７条 実施機関は、前条の請求があったときは、その請求を受けた日から起算して１４日以内に、

その請求を受けた情報を公開するか否かについて、決定しなければならない。 

２ 実施機関は、前項の決定をしたときは、請求者に対し、速やかに、その決定の内容（情報の全

部又は一部の公開を行う場合は、その日時、場所及び公開の方法を含む。）を書面により通知し

なければならない。この場合において、前項の決定が請求を受けた情報の全部又は一部を公開し

ない旨の決定であるときは、その書面に公開できない具体的な理由とこの決定に対し不服申立て

ができることを併せて記載しなければならない。 

３ 実施機関は、やむを得ない理由により第１項に規定する期間内に同項の決定をすることができ

ないときは、当該期間を延長することができる。この場合において、実施機関は、速やかに延長

の期間及び理由を請求者に書面により通知しなければならない。 

 （第三者保護のための手続） 

第８条 公開請求を受けた情報が公開請求をした者以外の第三者に関する情報を含む場合には、実

施機関は、前条第１項の決定に先立ち、その第三者の意見を聴くことができる。 

 （情報の公開義務） 

第９条 実施機関は、情報公開の請求があった場合は、公開請求を受けた情報が法令又はこの条例

の第１０条から第１２条までの規定により公開できない情報（以下「公開除外情報」という。）

であるときを除き、公開しなければならない。 

２ 実施機関は、公開請求を受けた情報が前項の公開除外情報にあたるときでも、公益上の必要そ

の他正当な理由があるときは、公開することができる。 

 （個人情報の除外） 

第１０条 実施機関は、個人の思想、宗教、身体的特徴、健康状態、家族構成、学歴、住所、所属

団体、財産、所得等に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、

特定の個人が識別されるもののうち、通常他人に知られたくないと認められるものについては、

これを公開することができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の情報は公開しなければならない。 

 ⑴ 法令の規定により、又は慣行として、何人でも閲覧することができるとされている情報 

 ⑵ 公表を目的とし、又は公にすることを予定して作成し又は取得した情報 



 ⑶ 法令又は条例の規定に基づく許可、免許、届出等に際して作成し、又は取得した情報で、公

益上の必要その他正当の理由により公開することが必要であるもの 

 ⑷ 公務員又は公務員であった者の職務、地位、氏名等公務の遂行に関する個人の公的地位又は

立場に関する情報 

 （法人等情報の除外） 

第１１条 実施機関は、法人その他の団体（国、地方公共団体及び第２０条の団体を除く。以下「法

人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の事業に関する情報で、公開することにより、

その法人等又はその個人の競争上又は事業運営上の地位が著しく損なわれると認められるもの

については、これを公開することができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の情報は、公開しなければならない。 

 ⑴ 人の生命又は身体の安全、健康上の保持若しくは財産又は環境の保全に影響を及ぼすおそれ

がある情報 

 ⑵ 違法又は著しく不当な事業活動に関する情報 

 ⑶ 消費生活その他人の生活に重大な影響を及ぼすおそれがある情報 

 ⑷ 前３号に準ずる情報で、公開することが公益上必要であると認められるもの 

 （行政運営情報の除外） 

第１２条 実施機関は、実施機関の行政運営上保有、管理する情報で、公開することにより、実施

機関の事務事業の実施目的を失うことが明らかであるもの、国又は他の地方公共団体との協力関

係又は信頼関係が損なわれると認められるもの、人の生命、身体、自由、財産の保護、犯罪の予

防又は捜査その他公共の秩序と安全の維持に支障を生ずるおそれのあるものについては、これを

公開することができない。 

 （公開除外の立証責任） 

第１３条 公開の請求を受けた情報が、第９条から前条までの規定により公開できないものに該当

することの立証責任は、実施機関が負う。 

 （部分公開及び事後公開） 

第１４条 実施機関は、公開の請求を受けた情報中に公開除外情報が含まれる場合は、公開除外情

報部分を除く他の部分の情報を公開しなければならない。 

２ 実施機関は、第９条から第１２条までの規定により公開できない情報であっても、時間の経過

等により、公開を拒む理由がなくなったときは、これを公開しなければならない。 

   第３章 削除 

第１５条 削除 

第１６条 削除 

   第４章 情報公開の総合的推進 

 （情報公開の総合的推進） 

第１７条 実施機関は、その諸活動を町民に説明し、保有する情報を積極的に町民の利用に供する

ため、情報提供の総合的な推進に努めるものとする。 

 （会議の公開） 

第１８条 実施機関に置く付属機関及びこれに準ずるものは、その会議を公開するものとする。た

だし、会議の審議の内容が許可、認可等の審査、行政不服審査、紛争処理、試験に関する事務等



であって、会議を公開することが適当でないと認められるときは、この限りではない。 

 （情報の適正管理） 

第１９条 実施機関においては、情報が適正に管理されるよう、情報管理に関する基準（以下「情

報管理基準」という。）を定めなければならない。 

２ 前項の情報管理基準には、次の事項を定めるものとする。 

 ⑴ 実施機関の事務処理は、文書により、その性質上文書によることが不適当と判断されるとき

は、第２条第２項の媒体（以下「文書等」という。）により行うことを原則とする。ただし、

緊急やむを得ない理由等により、口頭その他文書等以外の方法により処理したときは、事後

速やかに処理内容を文書等に記録することとする。 

 ⑵ 文書等の収受、保管、決裁、供覧、保存及び廃棄に関する基準 

 ⑶ 文書等の収受、保管、決裁、供覧、保存及び廃棄についての各記録簿の作成義務並びに作成

基準 

 ⑷ その他情報を適正に管理するために必要な事項 

３ 実施機関は、情報管理基準に従って、情報を適正に管理しなければならない。 

４ 実施機関は、請求者の情報の検索の用に供するため、情報の目録等情報検索の資料を整備し、

これを一般の閲覧及び複写に供さなければならない。 

５ 実施機関は、情報及び前項の情報の検索資料を閲覧するための場所及び複写に必要な設備を設

置しなければならない。 

 （出資団体等の情報公開） 

第２０条 町が出資し、又は財政上の援助を行う法人その他の団体は、財務その他経理状況を説明

する情報等その保有する情報の公開に努めなければならない。 

２ 前項の法人その他の団体とは、町が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上

を出資している法人その他の団体並びに町が年額１００万円以上の補助金、助成金及び負担金等

を交付している法人その他の団体（以下「出資団体等」という。）とする。 

３ 実施機関は、出資団体等が保有する情報であって、実施機関が保有していないものについて、

その情報の公開請求があったときは、出資団体等に対してその情報を実施機関に提出するよう求

めるものとする。 

４ 出資団体等は、前項の規定により情報の提出を求められたときは、速やかに、これに応じるよ

う努めるものとする。 

 （指定管理者の情報公開） 

第２０条の２ 町が設置する公の施設（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条第１項

に規定する公の施設をいう。以下同じ。）の管理を行う指定管理者（同法第２４４条の２第３項

に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）は、この条例の趣旨に即して、その保有する公の施

設の管理に係る情報公開を行うため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 実施機関は、指定管理者に対し、前項に定める必要な措置を講ずるよう指導に努めるものとす

る。 

   第５章 不服申立て 

 （不服の申立て等） 

第２１条 請求者は、第７条第１項の決定に対して不服あるときは、行政不服審査法（昭和３７年

法律第１６０号）の規定に基づき、実施機関に対し、不服申立てをすることができる。ただし、



不服申立ては、その決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内にしなければな

らない。 

２ 実施機関は、前項の規定による不服申立てがあったときは、その不服申立てを受理した日の翌

日から起算して１４日以内に、その不服申立てについて次章の審査会に対し、審査を求めなけれ

ばならない。 

３ 審査会は、前項の規定により審査を求められたときは、これを審査し、審査を求められた日の

翌日から起算して９０日以内に、実施機関に対し、その審査結果を報告するように努めなければ

ならない。 

４ 実施機関は、前項の審査会の報告を尊重し、前項の報告を受けた日の翌日から起算して７日以

内に、不服申立てについて決定し、理由を付して不服申立人に通知しなければならない。 

   第６章 情報公開審査会 

 （設置等） 

第２２条 前条第２項に規定する不服申立について審査するため、柴田町情報公開審査会（以下「審

査会」という。）を置く。 

２ 審査会は、前項に定めるもののほか、情報公開制度の運営に関する重要事項及び苦情の申し出

について、実施機関の諮問に応じて、審議し、答申するほか、建議をすることができる。 

 （組織） 

第２３条 審査会は、委員５人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験を有する者のうちから、町長が委嘱する。 

 （任期） 

第２４条 委員の任期は、４年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期問とする。 

２ 委員は、再任することができる。 

 （会長） 

第２５条 審査会に会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員が、その職

務を代理する。 

 （会議） 

第２６条 審査会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 審査会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

 （意見等の聴取等） 

第２７条 審査会は、第２１条第３項の審議を行うため必要があると認めたときは、不服申立人、

実施機関の職員その他の関係者に対して、出席を求めて意見若しくは説明を聴き、又は必要な書

類の提出を求めることができる。 

 （秘密の保持） 

第２８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

 （審査会への委任） 

第２９条 この章に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が審査会に諮って



定める。 

   第７章 雑則 

 （手数料等） 

第３０条 情報の公開及び開示に伴う閲覧等の手数料は、無料とする。ただし、情報の写しを交付

する場合は、その写しに要する費用を実費の範囲内で徴収することができる。 

２ 実施機関は、情報の公開請求が公益的目的によるものであるときは、情報の写しの費用を減免

することができる。 

 （条例の非適用） 

第３１条 この条例は、他の法令又は条例の規定により、情報の閲覧又は縦覧若しくは謄本、抄本

等の交付の手続きが定められている情報については、適用しない。 

２ この条例は、前項に規定するもののほか、町の規定により町民の利用に供することを目的とし

て収集、管理している図書又は記録等の情報については、適用しない。 

 （施行の状況の公表） 

第３２条 町長は、毎年度、各実施機関におけるこの条例の施行の状況を取りまとめ、これを町民

に公表しなければならない。 

 （委任） 

第３３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成１３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の規定は、次に掲げる情報について適用する。 

 ⑴ 平成１３年４月１日以後に作成、保有し、又は取得した情報 

 ⑵ 平成１３年３月３１日以前に作成、保有し、又は取得した情報で目録が整備されたもの 

 （特別職の非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第３条 特別職の非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年柴田町条例第４７号）

の一部を次のように改正する。 

    〔次のよう〕略 

   附 則（平成１７年条例第５号）抄 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成１７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

６ この条例の施行の際現にされている改正前の柴田町情報公開条例（以下「改正前の情報公開条

例」という。）第１５条の規定による自己情報の開示の請求は、この条例第１４条の規定による

開示請求とみなす。 

７ この条例の施行の際現にされている改正前の情報公開条例第１６条の規定による自己情報の

訂正の請求は、この条例第２６条の規定による訂正とみなす。 

８ 前二項に規定するもののほか、施行日前に改正前の情報公開条例の規定によりした処分、手続

その他の行為は、新条例中これらに相当する規定がある場合は、この条例の相当規定によってし



たものとみなす。 

   附 則（平成１７年条例第１１号）抄 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 


